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本資料の趣旨

■ 事業の改善や新たな価値実現を果たすDX推進の重要性
• 独立行政法人（以下「法人」という。）をとりまく環境の変化は激しく、政策課題
が多様化・複雑化するしていく一方、急激な人口減少による担い手不足に直面する
可能性がある。

• 各法人が、こうした大きな変化の中で、それぞれの使命を果たし、質の高いサービ
スを継続的に提供していくためには、デジタル技術の利活用や保有するデータの連
携・活用により、事業の改善や新たな価値実現を果たすデジタルトランスフォー
メーション（DX）の推進など、組織として変革し続けていくことが肝要

• 「独立行政法人の業務管理及び内部管理について」※１においても、主務大臣・法人
に対し、この趣旨に留意した目標・計画の策定、評価、平素からの業務運営の見直
し・改善を期待する旨を述べているところ。

■ DX推進に向けた法人の事例を紹介
• 各法人におけるDX推進のファーストステップとして参考となるよう、様々な取組
に関する事例※２を紹介。本事例集をヒントとして、DXの更なる推進につながるこ
とを期待する。

※1 令和４年４月８日独立行政法人評価制度委員会決定。令和6年11月21日一部改定

※2 次期目標策定の議論にも資するよう、令和7年度において目標の見直しを行う法人を中心に取組事例を収集
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デジタルの利活用やシステムの運用に当たって工夫している事例

組織全体でDXの推進に取り組んでいる事例

０１ 機構の運営方針を明確化し、業務効率化の取組を
進めている事例 海洋研究開発機構（JAMSTEC） P６

キーワード： マニフェスト 業務改革タスクフォース ミニマムスタート

０２ 検討から実行に至るまで、業務見直しに向けた取
組を段階的に実施している事例

国際農林水産業研究センター
（国際農研） P９

キーワード： ワーキンググループ ＤＸ推進基本方針 実行体制の整備

０３ 長期的なロードマップを策定・公表し、法人全体
で取り組んでいる事例 水資源機構 P12

キーワード： 水資源機構ＤＸプロジェクト ロードマップ 体制整備

個別の課題の解決に当たって工夫している事例

０４
システム間のセキュリティ水準のバラツキ等を課
題と捉え、本部・各施設間の連携により、システ
ム統合等を継続的に実施している事例

国立文化財機構（NICH） P16

０５
外部から専門人材を招聘している事例

国立公文書館 P17

０６ 日本高速道路保有・債務返済機構
（高速道路機構） P18

０７
現場の課題を踏まえ、業務改善のためのツールを
導入、ツールの利用を促す工夫を行っている事例

自動車技術総合機構（NALTEC） P19

０８ 農林水産消費安全技術センター
（FAMIC） P20
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過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例

０９ BPR室を設置し、バックオフィス業務の業務改革
を実施した事例 医薬品医療機器総合機構（PMDA） P22

キーワード： 情報化統括推進室 ＢＰＲ・ＤＸ推進室

１０ デジタル人材の確保・育成を行っている事例 製品評価技術基盤機構（NITE） P25
キーワード： 役職員全員のデジタルリテラシーの向上

ＮＩＴＥに必要なデジタル人材のスキルマップ

１１ トップマネジメントとボトムアップが相互に作用
する組織体制等を整備した事例 情報通信研究機構（NICT） P29

キーワード： ＮＩＣＴ－ＤＸ 全員参加型のＤＸ 体制整備
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各事例のポイント
組織全体の戦略を策定
理事長が法人の運営方針としてマニフェストを提示、全職
員に説明【01 JAMSTEC】

理事長指示により、理事をトップ、各部署代表で構成する
ワーキンググループを設置。そこでの議論を基に、DX推進
に関する基本方針を策定【02 国際農研】

法人の業務や組織あらゆる分野で変革を図るための方針及
び長期的ロードマップを策定・公表【03 水資源機構】

中長期計画でNICT-DXを表明【11 NICT】

実行に向けた体制の整備
経営管理担当の理事をトップとする業務改革タスフォースを
設置【01 JAMSTEC】

部署横断的なチームを編成【02 国際農研】
理事長をトップとするDXプロジェクト推進委員会、一般事務

DX推進部会、現場技術DX推進部会を発足【03 水資源機構】
組織のシステム化、DX推進に関し、それぞれの専任組織を
設置【09 PMDA】

「全員参加型のDX」をスローガンに、トップマネジメントと
ボトムアップが相互に作用する組織体制を整備【11 NICT】

デジタルリテラシーの向上
 DXリテラシー講座及び施策立案ワークショップを開催、

ICT相談員制度を創設【01 JAMSTEC】
役職員全員のデジタルリテラシー向上に向け、国家資格
（ITパスポート等）を活用。資格取得率の定量目標を設定
するとともに、目標達成に向けた学習支援、手続支援を実
施【10 NITE】 既存のICTツールの活用

会議のオンライン化、チャットやGoogle workspaceによるス
ケジューリングなどのツールの活用を推奨【01 JAMSTEC】

新たなアプリの導入に当たり、活用方法を全職員向けに周知
し、スムーズな移行と活用を促進【03 水資源機構】

新たなシステムやアプリの構築
検査業務に必要な検査基準の検索システムを構築
【07 NALTEC】

クラウド型業務アプリ開発ツールを活用し、独自のアプリを
開発【08 FAMIC】

専門人材の確保・育成
外部から専門人材を招聘【02 国際農研】
  【05 国立公文書館】【06 高速道路機構】
デジタル専門人材に求められる専門性や技術レベルに合わせ
たスキルを整理したスキルマップを独自に策定【10 NITE】

法人内の連携強化
本部・各施設間での密なやりとりを行いながら、システム
統合・クラウド化を継続的に実施【04 国立文化財機構】

法人内の機運の醸成
法人役員が意欲的に現場に赴き、職員からの意見を吸い上げ、
業務改善を促進【07 NALTEC】
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組織全体でDXの推進に取り組んでいる事例
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 大和理事長は、令和４年の就任直後から、現場職員との意見交換等を通じ、機構の課題として、機構全体の将来
像を描き、それに向けて必要な研究・技術開発を進める思考が必要と認識

 また、そのような研究開発等の推進に当たっては、外部インターフェース（機構内各部署が外部（政策立案者、
市民、産業）とのつながりを持ち、影響を与えること）を強化する必要があるが、この強化に当たって必要とな
る業務時間が不足していることから、ICTを活用した事務部門の業務効率化が必要との認識

背景

大和理事長によるトップマネジント
 大和理事長（令和４年度～）がマニフェストを提示（令和５年4月。非公表）
◎機構の運営方針を明確にし、これを実現するためのメカニズムを整理
・大方針：研究、技術、経営管理部門の三者の協働の強化
・研究開発推進のための手段：ICTの活用で業務効率化（令和10年度までに事務業務の時間を20％削減）により、

捻出した業務時間を外部インターフェースの強化などの業務に充てる
◎マニフェスト実現のための理事長の取組
・理事長自ら全職員にマニフェストの内容を説明（対面（横須賀本部＋横浜研究所）※オンライン併用の説明会実施）
・複数のタスクフォースを設置し、実行体制を整備
・機構全体のICTリテラシー向上を重要課題として、リテラシー向上のための方策検討を指示
・マニフェストに沿った取組に対する理事長裁量経費を措置
※取組全体として原則年間１億円程度（運営費交付金の0.3%程度）のうち、DX分は令和５年度：3,600万円、令和６年度：400万円
※理事長裁量費が措置された例：次期会計システム検討のための委託経費（令和５年度：2,000万円）

タレントマネジメントシステム導入経費（令和５年度：800万円）
施策立案ワークショップで企画されたアイデアの検証経費（令和６年度：400万円） 等

◎業務改革に当たっての理事長のマインド
・とにかくできるところから
・失敗すればやり直せばいい

海洋研究開発機構
（JAMSTEC）

○研究開発法人
○常勤職員数：938名
（R6.4.1現在）
○中長期目標期間
（H31年度～R7年度）
○拠点数：６

＝ミニマムスタート（既存ツールの最大活用、身近な業務から改善）

大和理事長によるトップマネジメント

01 機構の運営方針を明確化し、業務効率化の取組を進めている事例【海洋研究開発機構（JAMSTEC）】
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 取組方針の明確化のため、事務業務のガイドラインの策定（令和５年度。非公表）
◎事務業務全般の合理化・効率化及び業務時間削減のため、機構全体で統一化を推奨する※１既存ツールや手順を明文化
ミニマムスタートが業務改革の近道ということを組織内の共通認識とし、業務上の各場面で推奨されるツールの活用方法等※２を案内
※１：各業務内容に応じて効率的な方法を選択して活用すれば良いとの考えから、あくまで方法は「推奨」という位置づけ
※２：チャット活用、会議のオンライン化、Google workspaceによるスケジューリング、無駄会議・無駄参加削減、

資料は原則電子化、議事録作成は最小限 等

◎ガイドラインの浸透、推進を促すための取組
・毎日の社内報メールや各種会議体の活用
・理事長が率先して各種ツールを活用、部署長に利用を促す

◎成果：・会議のオンライン化によって、議事録の代わりに録画データを残すことで省力化
・会議・委員会の統廃合、運営簡素化
・必ずしも実開催しなくて良い、不要な作業は削減して良いという職員の意識の変容
・アンケートに回答した職員のうち7割以上が業務のスピードアップを実感
・メールにファイルを添付する機会減少による情報セキュリティの向上

業務効率化のための体制整備
 業務改革タスクフォースの設置（令和５年度）
◎事務業務の時間20％削減に向け、業務改革案の審議・検討、全体調整を行うもの
・経営管理担当理事（CIO）による統括の下、一部研究部門の部門長及び事務系部長級等（情報セキュリティ・システム部長、研究推
進部長、経営企画部長、総務部長等、設置当初13名）をメンバーとし、理事長も会合に参加することで、機構経営に直結

業務改革タスクフォースによる取組

01 機構の運営方針を明確化し、業務効率化の取組を進めている事例【海洋研究開発機構（JAMSTEC）】
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 機構内リテラシー向上のため、DXリテラシー講座・施策立案ワークショップの開催（令和５年度のみ）
◎狙い：・DX推進に不可欠なマネジメントやアイデア創出方法の習得

・自らがやり遂げる実体験
・具体の成果出し（DX企画の実装）

◎内容：・参加者：部署・役職・勤務地を問わない希望者（参加人数 講座：70名、WS：23名）
・DXリテラシー講座：eラーニングで基本的な知識を学んだ上、DXに関するアイデア企画を作成
・施策立案ワークショップ：講座において実装可能性の高いアイデア企画を提案した者がオンラインで参加し、
アイデアを企画書としてまとめ、役員と業務改革タスクフォースに提出し、査定を受ける

◎実施方法：外部委託（委託費用：770万円 理事長裁量経費で措置）
委託内容：講座とワークショップの開催及びアイデア企画の立案サポート

◎工夫：・企画立案サポートまでを条件に委託業者を選定
・施策立案ワークショップ参加者は、令和５年度中は、本来業務と兼務ながら、正式な業務として取り組めるよう、理事長から

DX推進チーム員として指名を受け、企画書の完成までを実施
・委託期間終了後の令和６年度以降は、業務改革タスクフォースのメンバー（本来業務と兼務）として、企画実装に取り組んだ
・地方拠点職員もオンラインで参加

◎成果：検証を行っているDXアイデア企画（令和６年度まで）
小規模実験的に取り組みやすく、かつ、自らの困り事がデジタル技術で改善される実体験が得られるもの（ミニマムスタートの一環）

①生成AI活用した職員のための対話型相談窓口（内部用のチャットボット）の開設
②人事系の応募資料の自動作成ツールの構築
③RFID（電子タグ）による機構資産（研究機材）の管理システムの構築

※取組の効果等については、令和７年度中に行う上記アイデア企画の検証を踏まえ、費用対効果等を含め、総合的に判断する予定

業務改革タスクフォースによる取組（つづき）

課題・対応方針
 ミニマムスタートの取組の結果、個別にシステムが運用されている状況。また、これまで運用している基幹システム（人給システムや入
構管理システム等）も、各担当部署で管理・運用されている状況。このため、まずは組織全体のシステムの状況を把握した上で、整理・
統合等により業務効率化・コスト削減を図る必要（基幹システムの再整理については令和７年度より検討開始予定）

01 機構の運営方針を明確化し、業務効率化の取組を進めている事例【海洋研究開発機構（JAMSTEC）】
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 比較的小規模の法人であることから、今後、人数を維持しながら既存・新規業務に安定的に取り組
むためには、内部統制のほか各種業務の高度化・効率化が急務であると認識

→DXの推進が必要
 第５期中長期目標（令和３年度～７年度）に、DXによる内部統制の仕組みの高度化及び業務運営
の効率化の推進の内容を盛り込まれた。

○ワーキンググループ設置（令和３年５月（第１期）、令和４年４月（第２期））
◎中長期目標の達成に向けて、小山理事長（令和３年度～）のトップダウンにより設置
・狙い：各職員が業務の問題点を発見し解決策を提案することで、問題解決の迅速化が図られること、DXに

よる新しい方法や横串の連携に対し、柔軟に対応
理事をトップに据え、各部署の代表により構成（第１期：９名、第２期：10名。右記メンバー構成
参照）することで、法人全体として取り組むべき事項について部署横断的に精査・検討

・活動内容：
【令和３年度（第１期）】
・法人内規程の体系を整理
→規程が散在していることで、上下関係やほかの規程との関係が不明確
規程分類を業務種別と目的レベルで体系的に整理し、規程間の縦の関係と横の関係を明確に

・農水省所管の他法人におけるDX取組状況をリサーチし、自法人の足りない点を確認
→DXによる業務効率化には各部署の業務内容や業務フローに基づく分析が必要、クラウドなどのサービスを利用していない。

【令和４年度（第２期）】
・法人内規程の体系整理結果をどのようにDXに生かしていくか検討
→規程類データベース構築の構想を練る。

・法人内業務の現状把握やDXによる業務改善の可能性を探るため、業務の棚卸しを行い、DXの効果が比較的高いと考えられる19業務（勤務時間
管理・賃金給与計算業務等）について業務フローを作成。一つ一つの作業工程において、担当者、作業の発生時期、作業時間等を洗い出すとと
もに、業務の棚卸しを通じて、異なる部署間での連携・連絡が効率的でない点があることを把握

国際農林水産業研究センター
（国際農研）

○国立研究開発法人
○常勤職員数：179名（R7.1.1現在）
○中長期目標期間（R3年度～R7年度）
○拠点数：２（このほか、東南アジア連絡拠
点有。共同研究を実施している国・地域も
多数）

ワーキンググループ（第１期）メンバー
理事（主査）、企画連携部長、総務部長、企
画管理室長、庶務課長、財務課長、監査室長、
研究基盤室長、リスク管理室長

ワーキンググループ（第２期）メンバー
理事（主査）、企画連携部長、総務部長、企
画管理室長、庶務課長、財務課長、監査室長、
研究基盤室長、リスク管理室長、研究支援室
長

DX推進基本方針を策定（令和５年10月１日）

第２期ワーキンググループでは、業務棚卸しや
業務フローの改善方針を議題とする予定だった
ため、予算、公的研究費、外国出張に関する事
務を担当する研究支援室長をメンバーに追加

02 検討から実行に至るまで、業務見直しに向けた取組を段階的に実施している事例
【国際農林水産業研究センター（国際農研）】
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○取組内容の明確化（DX推進基本方針 非公表）
当面の間（令和９年までをめど※ ）、以下に取り組むこととした。
※方針は現行目標及び計画に基づいて検討、策定されたため、現行目標期間中は変更予定はないものの、
次期目標及び計画に対応する必要がある場合はそれに合わせ内容を変更予定
＜基本方針の内容＞
・法人内全在籍者等の一元管理のためのデータベース構築
・コンプライアンスに関する研修等の受講管理や研究業績等のデータベース構築
・法人内の各種届出等のワークフロー化と部署間の情報伝達、職員への通知等の仕組み構築
・コミュニケーションツールの活用及びグループウェア機能の更新
・IoT及び各種AI技術を活用した研究活動等の高度化 など

○組織一体的な取組の推進（組織内の意識を醸成）
部署横断的なチーム編成

DXは特定部署のみの取組ではなく、部署横断的な取組となることから、法人内の合意形成を丁寧に実施する必要
→各部署の代表などにより構成される必要なチームを組織
→クラウドサービスなど新しいシステムの法人内展開に当たっては、都度、職員へのマニュアル配布や講習会の開催などを通じ、組織内の理解と協
力が得られるよう努めた。

ワーキンググループで検討した内容を踏まえた基本方針
→DXに関する法人内の合意事項との位置付け
→後述のDX推進に係る各プロジェクト（チーム）の役割
や責任が明確に

DX取組の推進力強化に寄与

【個別プロジェクト】
業務用システムプロジェクト…
現行の業務用システム（６種類）について、それぞれのシステムの

管理運用等を実施。そのうち、人事給与、勤怠管理、財務会計の３シ
ステムについては、次期更新時（R8）に統合や連携を図るため部署
横断的プロジェクトで在り方を検討
研究用システムプロジェクト…
現行の研究用システム（14種類）について、デジタル技術を活用

した研究活動に関する企画やシステムの管理運用等を実施

【部署横断的プロジェクト】
DX推進・クラウドサービス運用プロジェクト…
法人内の各組織の事情に精通する人材として各組織代表により構成。

グループウェアの更新やクラウドを活用したシステムの実装などDX
推進に係る法人全体としての検討、実装を行う。
業務システムに係るプロジェクト…
庶務や財務等の管理部署担当者により構成。次期業務システムの検

討などを行う。

【デジタル科概要】
・科長、専門職、係員の３名体制
・DX環境整備の観点から、情報
システムの管理等に特化した部署

【情報高度化委員会概要】
DXを活用し法人全体に関わる新規事項に取り組む際や、導入するシ
ステムが大幅に変わるといった重要事項がある場合、委員会を開催
※PMOが企画した案件について、デジタル統括責任者（理事長）と相談。統
括責任者が必要と判断した場合、委員会を開催するという流れ

組織全体でDXの推進に取り組んでいる事例 10

参考（体制図）

02 検討から実行に至るまで、業務見直しに向けた取組を段階的に実施している事例
【国際農林水産業研究センター（国際農研）】



・今後は、基本方針に示された「法人内の各種届出等のワークフロー化と部署間の情報伝達、職員への通知等の仕組み構築」や「IoT及び各種AI技術
を活用した研究活動等の高度化」などの取組のほか、各種業務システムの更新に合わせ、クラウドとシステム間の連携を予定

・DXの更なる推進には、進捗評価も重要であることから、今後、評価指標や目標の検討・設定が必要と考えている。

○内部統制の観点
・クラウド導入による全職員IDの一元管理
→データベースを構築し各職員端末のログ監視、ファイル暗号化が可能となったことなどにより、情報漏えい対策が強化

・クラウドを活用したコンプライアンス研修の受講管理
→全職員受講必須のコンプライアンス研修について、理解度確認テストの正誤判定を紙からクラウドに置き換えたことで、確認の即時性が向上し、
回答率が低い設問に対して迅速なフォローアップが可能に

・法人内規程類データベースの構築
→各種規程の体系的把握が可能となったことにより、規程の上下関係や他の規程との関係が明確に

○業務効率化の観点
・部署内外の情報共有等にクラウド上のコミュニケーションツールを活用
→業務効率化、ペーパーレス化を推進、印刷費は令和２年度比で9.8％削減（令和５年度実績）

○組織全体として
・各組織の代表からなるチームであるワーキンググループにおいて検討したことで、そこでの検討結果を組織全体の方針としてオーソライズできた。
・DX基本方針では、DX推進が法人全体の課題である旨を明確にし、役職員のレベルを問わずDXに取り組む意識を醸成
→DXに係る取組に対して、職員から提案が出てくるなど、法人全体の意識浸透のみならず、ボトムアップの取組にもつながっている。

【ボトムアップ取組例】
・各種申請や届出については、それぞれ定められたラインを通じて担当部署に提
出されるが、申請や届出の種類によって誰が承認ラインに含まれるのかの判断
は、各担当者がメール配信時に行うため、煩雑な作業となっていた。
・職員からその作業をフローに置き換えたいとの要望があったため、各担当部署
において対応可能性を探り要望を反映させ、メールでの作業をクラウドサービ
スで構築した承認フローに置き換え、それぞれの申請や届出の種類によって自
動的に承認フローが組まれ、クラウド上に承認の記録も残されるようにした。

組織全体でDXの推進に取り組んでいる事例 11

取組の成果

課題・展望

02 検討から実行に至るまで、業務見直しに向けた取組を段階的に実施している事例
【国際農林水産業研究センター（国際農研）】



03 長期的なロードマップを策定・公表し、法人全体で取り組んでいる事例【水資源機構】
組織全体でDXの推進に取り組んでいる事例 12

① 水資源機構において、従来よりICTを活用した建設現場の生産性向上を図る取組として
「i-Construction＆Management」 ※の取組を実施していたほか、国交省においてもDX推
進に向けた取組が加速（「インフラ分野のDX推進本部」の設置（令和２年７月）など）
※ 調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスで

ICT等を活用し、建設現場の生産性向上を目指す取組
② 今後の人口減少・技術者不足が予測される中、また、新型コロナ感染症の拡大により、
エッセンシャルワーカーである職員が同時に多数感染しないことが重要視されるなど、
一層の業務効率化、業務継続性の向上や働き方改革の必要性の高まり

水資源機構
○中期目標管理法人
○常勤職員数：1,240名（R7.1.1現在）
○第5期中長期目標期間（R4年度～R7年度）
○７つの水系において建設した54施設（32
ダム等）の管理、14の建設事業（改築な
どを含む）を実施

〇運営費交付金なし

＜独立行政法人水資源機構DX推進プロジェクト策定・公表（令和３年９月）＞
業務や組織でのこれまでの当たり前を打破する意識改革や新たな発想、内外との連携・連結等により、業務や組織、職員の働

き方等あらゆる分野で変革を図ることを目的として、令和３年９月に「独立行政法人水資源機構DX推進プロジェクト」を策定し、
HPで公表した。
〇DX推進のねらい
・ ICTの活用によって、従来以上に視覚的・直観的に施設の効果が分かるようになり、国民・利水者にとって生活・産業に必要
な水の確保や、災害による被害の軽減などへの理解が広がることが期待できるほか、機構の職員にとっても、遠隔で効率的に
業務を遂行できることに加え、従来以上に組織横断的な意思決定、対応が可能となることが期待できる。

〇基本方針
・ あらゆる分野でICTを活用して国民・利水者への各種サービスの向上を図り、安全で良質な水の安定供給や、災害に強い安全
で豊かな地域づくりにより一層貢献する。

・ テレワークの一層の推進を図るなど機構内の業務プロセス、働き方を変革し、職員の適切なワークライフバランスを実現し
つつ、将来へ向けて担い手の確保を図る。

※ 従来の取組（ICTを活用したダム等建設及び施設管理、文書管理等のシステム導入による業務効率化、技術情報のデータベー
ス化、遠隔化、自動化等のICTを活用した取組）を踏まえ、引き続き遠隔化、自動化といった観点に沿って取組を深化、拡大し
ていくほか、従来以上に、情報処理技術に関する人材の確保・育成や機構職員全体の ICTリテラシーの向上等を図っていくこ
ととした。

背景

取組
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＜独立行政法人水資源機構DX推進プロジェクト策定・公表（続き）＞
〇ロードマップの策定
・PhaseⅠ：第５期中期目標期間（令和４～７年度）
 「建設工事」「施設管理」「一般事務」「技術力向上」の４項目に分け、
デジタル技術活用の深化を図りつつ、DX の体系化に向けての検討・試行を実施

・PhaseⅡ：第６期中期目標期間（令和８～11年度）
 PhaseⅠで実用化した技術の体系化を図り、職員がそれらを十分に使いこな
すことで、組織全体の DX に関する意識改革が図られることを目指す。

・PhaseⅢ：第７期中期目標期間（令和12～15年度）
 機構で培った体系化された DX技術を国内外へ展開

＜DXプロジェクト推進のための体制整備＞
・ DXプロジェクトを着実に遂行するため、以下の体制を整備
〇DXプロジェクト推進委員会
・ 理事長をトップとし、副理事長を副委員長、全本部長（５名）と技師長を委員
（計８名）として、トップダウンで指示ができる体制を整備

・ プロジェクトを遂行するための到達目標、スケジュール、実現可能性といった
比較的大きなテーマについて議論する場として、年２回程度開催

・ 事務局としては、技術管理室、経営企画部、特命審議役（IT担当）付を配置。
令和４年度に、上記に特命審議役（IT担当）を加えてそれぞれをPMOと位置付
け、各部署のシステムの更新や統合等を推進

事務局
（技術管理室、経営
企画部、特命審議役
（IT担当）付）
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ポイント

○ 一般事務（人事・財務など）において、部署ごとにゼロからシステムを構築・運用していたが、その保守等で恒常的に費用が
発生する。
→ 汎用ソフトウェアによる統一的な一般事務システムの構築、それに合わせた業務の整理・体系化を進めることが必要
（現場組織の再編（各地事務所の大括り化）に伴い、オンラインでの業務の実施など柔軟な働き方に対応できるよう、通信環
境の向上も進めている。）

○ ICTスキルを持つ人材の確保に苦慮している一方、機構の業務は多岐にわたるため、外部人材に頼るだけでは業務への理解不
足等の懸念があり、法人全体でDXを推進する点において不十分
→ 機構業務に精通したICT人材の獲得及び職員自身のICTスキル向上を両輪で進めていく必要
→ DXプロジェクト推進委員会において、金尾理事長（平成30年度～）から、何か分からないことがあればICT担当に任せると
いったことではなく、職員全員が「自分事」として取り組むようにという強いメッセージを発出（令和６年３月）

⇒ 業務の体系化や職員のスキル向上等、引き続きロードマップに従って上記取組を進めていく方針

＜DXプロジェクト推進のための体制整備（続き）＞
〇DX推進部会（一般事務）
・ 特命審議役（IT担当）を部会長とし、各部室長（17名。うち10名が技術職）が出席
・ 一般事務に関する各種システムの課題への対応、通信環境整備に係る検討などを実施
・ グループウェアをOffice365（E1）へ移行（令和６年２月）。各機能の使い方について容易な解説（Outlook、Teams、

OneDrive、OneNoteなどテーマ別）を全職員向けに配布・周知することで、スムーズな移行と活用促進を図った。
〇DX推進部会（現場技術）
・ 技師長を部会長とし、各部室長（15名の技術職）が出席
・ 建設工事、施設管理（ダム、水路等）の分野においてDXに関する情報収集、整備に向けた検討、試行の評価を実施

・ プロジェクト推進に当たって、組織として情報が不足しているとの危機感から、IT担当のほか、従来の仕事のやり方や働き方
を変えていきたいと考える総務課、企画課等の若手職員が、民間企業を訪問して取組を学んだり、行政機関の広報誌等でDX関
連の記事を読んだりするなど、職員が自発的に行動するようになった。

・ 新しいことに抵抗があった職員を含め、DX推進にかかわる施策について、予算要求に当たって躊躇なく立案するなど、前向
きな姿勢が見られるようになった。

課題・今後の方針
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国立文化財機構
○中期目標管理法人
○中期目標期間（R3年度～R7年度）
○常勤職員数 432名（R6.3.31現在）
○施設等 本部、国立博物館(5)、研

究所等(3)
○DXの推進に係る取組の例
・国立博物館と文化財研究所が所蔵
する文化財のデータベース、デジ
タルアーカイブ等の公開
・各施設システムの機構共通システ
ムへの統合

 機構の発足に伴い各施設が統合される以前は、 全ての情報システムが施設単位で管理・運用されてい
た経緯から、セキュリティ対策等の水準にバラツキあり。また、セキュリティ・インシデント対応とし
てのEDR※1導入は、施設単独では困難な状況

 いわゆる「ひとり情シス」※2の施設もある中、システム統合・クラウド化は、各施設の運用状況等につ
いて担当間で認識共有しながら進める必要 ※1 EDR（Endpoint Detection and Response）：端末やサーバ装置（エンドポイント）における活

動を可視化し、不正プログラムの検知や記録、攻撃遮断などの対処といった機能を提供するもの

 情報システム・セキュリティ委員会
（構成）委員長：総務担当理事・CIO、委員：本部事務局長・副CIO、機構内有識者・CIO補佐役、事務局職員(7)、施設職員(各施設1～3)
（主な役割）機構全体のシステム・セキュリティ方針に係る事項を審議・決定

 NICH-CERT連絡会
（構成）本部及び各施設のシステム管理者
（主な役割）共通セキュリティポリシーに基づく対応、機構共通システム運用に必要な各施設との調整、各施設システムの課題共有

 メールサーバーの統合・クラウド化、機構広域ネットワーク構築、財務会計システムのクラウド化・就業管理システムの導入、EDR導
入など、数カ年をかけてシステム統合等を継続的に実施し、セキュリティの強化や業務の効率化・省力化に貢献

 アプリやセキュリティソフトのライセンスを本部一括購入することで調達手続を一本化。就業管理システムの導入により、職員が行う就
業打刻や各種休暇申請、人事担当が行う各種勤怠の集計や休暇管理が自動化され、勤怠管理業務全般が効率化・省力化

 NICH-CERT連絡会において、日頃からグループウェアやチャットツール等を活用し密なやりとりを行い、気軽に相談できる関係を構築
して取組を継続。セキュリティポリシーの運用・解釈、ユーザー対応等の共有の場として、また、新システム導入に際しての担当者のス
キルアップや導入のメリットの認識合わせの場として機能

 専門人材の確保や、クラウド費用等の価格上昇に対応できる予算の確保に苦慮。効率的な管理運用やランニングコストの低減にも留意し、
限られた人員・予算の中にあっても必要な質を確保しつつ業務効率化も図られるよう取り組む。

 機構の発足に伴う各施設の統合前は、施設単位でシステムを管理・運用していた経緯から、システムの
セキュリティ水準について、各施設システム間にバラツキが生じていること等を機構全体の課題と認識

 システムの統合・クラウド化に当たり、本部・各施設のシステム担当間の密なやりとりを行いながら、
継続的な取組を実施

※2 情報システムを担当する人が１人しかいない組織

04 システム間のセキュリティ水準のバラツキ等を課題と捉え、本部・各施設間の連携により、
システム統合等を継続的に実施している事例【国立文化財機構（NICH）】

ポイント

背景（課題認識）

体制

取組・成果、今後の課題

個別の課題の解決に当たって工夫している事例 16



個別の課題の解決に当たって工夫している事例 17

国立公文書館
○行政執行法人
○常勤職員数 89名（R7.1.1現在）
○拠点 本館、分館等(2)
○DXの推進に係る取組の例
・国の行政文書の電子的管理に関す
る取組支援
・利用者サービスのオンライン化
・デジタルアーカイブ事業の強化

 PMOの業務に関する専門的な事項について支援、助言等を行うため、デジタル統括アドバイザーとして
外部の専門家を委託

 公文書館は、デジタルアーカイブ事業の展開、デジタル技術の利活用の推進、新たな公文書館に向け
た業務・サービスの見直し※を進める必要

 他方、館職員の大半は事務系で、最新のデジタル技術等の情報の入手や活用には不得手
 従前から外部専門家をCIO補佐官として充てていた経緯あり

 PMO
（構成）デジタル統括責任者：次長、副デジタル統括責任者：総務課長

デジタル統括アドバイザー(1)：専門的業務を担える事業者
（主な役割）情報システムの整備及び管理を行い、ITガバナンスを機能させる

 デジタル推進室は、館のデジタル化推進に関する総括、企画立案、総合調整、シ
ステム整備・管理業務等を実施。現場職員の問題意識をデジタル統括アドバイ
ザーに伝え、システム面での改善を検討するなど現場との橋渡し役としても機能

 館の業務・サービスの見直しを進めるに当たり、デジタル統括アドバイザーは、
デジタル統括責任者を補佐し、PMOの業務に関する専門的な事項を支援・助言

総務課長 デジタル推進室
長（企画官級）

デジタル推進担
当専門官

デジタル総括係

情報ネットワー
ク係

次長

PMO デジタル統
括責任者

副デジタル
統括責任者

デジタル統括ア
ドバイザー(1)

業務課企画官 電子化推進担当
課長補佐
デジタルアー
カイブ係

電子公文書係

（専門的な知見・経験を有す
る外部の専門事業者に委託）

補佐級２（併任１）
係長級4（併任2）

非常勤職員３（併任２）
併任

※利用者サービスのオンライン化、資料管理のシステム化、デジタルアーカイブの強化 等

支援・助言
の例

・デジタルアーカイブシステムの更改に係る、調達仕様書・要件定義書、投資対効果の妥当性に関するレビューの実施
・クラウドサービス市場の動向や技術の変遷、政府のデジタル整備の動きなどの情報の収集・提供
・館の業務システム構造や扱う業務情報の特性を踏まえ、現場の職員が理解しやすい事例を盛り込んだ情報セキュリティ研修を実施

アドバイ
ザーの選定

・令和11年度末の新館移転を見据え、中期的な観点から支援を受けられる体制とするため、約5年間契約で業務を委託（一般競争入札（総合
評価方式）、契約額：1.5億円）。日常のやり取りはメール等で行うほか、月4回程度の会議や意見交換を実施
・調達は総合評価落札方式とし、アドバイザーや補佐官としての実績に基づく、省庁・独立行政法人の具体的事例の把握、館の特性を踏まえ
た解決策提案能力などを評価基準とした。

関係構築の
工夫等

・どのような場面で、どこまでのデジタル化が最適かといった改善の枠組みについて、費用対効果、館の規模や業務特性、サービス・管理各
部門の課題も踏まえ、業務委託開始時、開始後の定期会議などの各段階で認識を共有しながら実行

 アドバイザーの役割はあくまで支援・助言であり、それも踏まえ、企画、判断は館が行うといった役割分担を明確化
 業務・サービスの見直しやシステム導入の際の投資効果等に関して、必要なシステム構築の全体像も見極めながら検討していく。

（R6.4.1現在）

ポイント

背景（課題認識）

体制

取組・成果、今後の課題

05 外部から専門人材を招聘している事例【国立公文書館】



個別の課題の解決に当たって工夫している事例 18
06 外部から専門人材を招聘している事例【日本高速道路保有・債務返済機構（高速道路機構）】

日本高速道路保有・債務返済
機構（高速道路機構）

○中期目標管理法人
○中期目標期間（R4年度～R7年度）
○常勤職員数 84名（R6.4.1現在）
○拠点 横浜本部、関西業務部
○DXの推進に係る取組の例
・機構業務のデジタル化

 DX推進のため、最高情報責任者の補佐官として外部の専門家を配置したPMO体制を構築
ポイント

背景（課題認識）

体制

取組・成果、今後の課題

18

 課ごとにシステムを構築・保有しており、機構として組織だった管理ができていない
 機構職員は国及び高速道路会社からの出向者のみで構成され、専門人材の継続的な確保・育成が困難
 機器の使用方法の照会対応などを職員が対応し、業務負担が増加

 PMO
（構成）最高情報責任者：担当役員

最高情報責任者補佐官(1)：外部の専門家
事務局長：担当部長
事務局員(4)：各業務の事情にも精通した組織構成となるよう、

各部から職員を選定
（主な役割）各情報システムにおけるセキュリティ対策の強化・適正化

 各課システムのネットワーク構成・セキュリティーポリシー準拠状況等の確
認、執るべき対策の優先順位付け、基幹LANシステム更新に係る事業者との
打合せ等を最高情報責任者補佐官が支援

 補佐官の知見も得ながら、PMOにおいて各課システムの一元管理を進め、機構全体として最適なシステム構成を検討・構築していく。
また、業務効率化に向け、AIの活用なども検討していく。

支援・助言
の例

・各課システムの現状把握のためのPJMOへのヒアリングに参画し、ネットワーク構成・稼働状況・セキュリティポリシー準拠状況等を確認
し、執るべき対策の優先順位を整理。また、サイバーセキュリティ対策統一基準の改定に伴うセキュリティポリシーの改正を支援
・基幹LANシステム更新に向けての事業者からの提案に対し、職員が理解できるよう専門用語を解説、必要な意見出し
・ソフトウェア等の脆弱性情報の機構システムへの影響の有無や影響がある場合の対処法の提案

補佐官の選
定

・他法人への事前の情報収集から、専門家の雇用は報酬面で困難と判断。一方、従前の常駐しない形での支援に不足を感じた経験から、週3
日の常駐形態とした上、まずは2年間契約で業務を委託（一般競争入札（総合評価方式））

関係構築の
工夫等

・PMOがシステム不具合や困りごとを受け付ける旨の機構内周知、補佐官の予定をグループウェアで共有すること及び週3日常駐しているこ
とで、職員と適時共通の課題認識を持つことができるようになった。



個別の課題の解決に当たって工夫している事例 19
07 現場の課題を踏まえ、業務改善のためのツールを導入、ツールの利用を促す工夫

【自動車技術総合機構（NALTEC）】
自動車技術総合機構

(NALTEC)
○中期目標管理法人
○中期目標期間（R3年度～R7年度）
○常勤職員数 1,048名（R6.3.31現在）
○拠点 本部、交通安全環境研究所、

地方検査部等(93)
○DXの推進に係る取組の例
・検査業務の支援のための検索システ
ム構築
・事務作業の品質向上のためのオンラ
イン届出システム構築
・機構内基盤システムの統合

 日頃からの現場とのやりとりを通じ、業務の課題を把握。高度化・効率化のための解決策を検討
 ツール導入後も現場の利用体験から改善点の洗い出しを行い、アップデートを継続

 自動運転等の技術の進展により基準新設や改正が頻繁に行われており、また、自動車に適用される保
安基準は自動車の製造年ごとに異なるため、適用判断が複雑化

 現場では、1日当たり数百台、1台当たり数分で、質の高い検査を効率的に行う必要がある中、電話帳
ほどの冊子から基準をひもとくのではなく、検査担当者が検査対象に応じた検査基準を的確かつ効率
的に検索・確認できるような支援が必要

 CIO（総務担当理事）をDX推進の責任者とし、企画部が舵取り役となって、個別の取組の内容に応じ、
必要な関係部署と連携して取組を検討、実行 （例）検索システム構築の場合：企画部(2～3人)、検査部(2～3人)でチーム編成

 役員が全国の検査現場（事務所）に意欲的に赴き現場の声を吸い上げて企画部に伝達したり、検査部が検査基準改正の機会を活用して
現場と検査のやり方について意見照会・議論するなどにより、業務改善に向けた現場の思いが本部に届きやすい環境、風土を形成。デ
ジタルを使い慣れた若い世代から、業務効率化につながるDX推進を求める声も届いている。

 主務省とコミュニケーションをとり、必要な取組を中期計画に盛り込み、取組の意義を説明して予算を獲得
取組 ポイント

step1 企画部・検査部合同でベンダーと打合せ（毎週1～2時間） メンバーの現場経験を生かし、現場で使いづらいシステムにならないよう意
識しながら検索要件定義の打合せを念入りに実施

step2 プレテスト。現場職員全員に実際に使ってもらい、意見をシステムに
反映（2～3回）

ブロック機関単位で事務所の意見を段階的に集約する、想定外の意見に
フォーカスして深掘りする、などの工夫により全国拠点の意見整理を効率化

step3 運用開始。その後も現場に使用感を照会。利用体験を踏まえて改善点
を洗い出し、改修内容を検討（月1～2回）。アップデートを継続

・100点のシステム構築には時間を要するため、一部機能から運用を開始
・システム導入の背景、必要性を現場に丁寧に説明
・費用対効果が大きい改修から実施するなどコストとのバランスにも留意

 アナログ作業削減により、業務が効率化。役員の現場巡視時に、デジタル技術を活用した業務効率化の観点からの改善意見が寄せられ
るなど、現場職員の目線が変化

 コスト面からは全てのシステム化は難しいが、職員の負担軽減や働きやすい環境整備のため、バランスをとりながら進めていく。

※検討から運用開始までは概ね1年間

ポイント

体制

背景（課題認識）

取組・成果、今後の課題



08 現場の課題を踏まえ、業務改善のためのツールを導入、ツールの利用を促す工夫を行っている
事例【農林水産消費安全技術センター（FAMIC）】

ポイント

体制

農林水産消費安全技術センター
(FAMIC)

○行政執行法人
○常勤職員数  625名（R7.1.1現在）
○拠点 本部（農業検査部、横浜事務

所含む）、地域センター(5)
○DXの推進に係る取組の例
・検査部門におけるクラウド型業務
アプリ開発ツールの導入
・法人文書管理システム、勤怠管理
システムの導入

 業務の適切な進捗管理、期限内の報告を行うため、ノーコードのアプリ開発ツールを活用し、独自に
アプリを開発

 実際にツールを活用するユーザーとの事前調整やマニュアル作成により、ツールの使い勝手の向上を
図り、正確かつ確実な業務の執行に貢献

 立入検査、調査業務について、各業務の報告期限が年度目標で定められており、業務の適切な進捗管
理、期限内の報告を行う上で、業務ごとに異なる管理項目を担当が管理しやすい環境の構築が必要

 従来活用していたツールのサービス終了に伴い、改めて適当なツールを検討するタイミング

背景（課題認識）

 従来ツールを活用していた担当部署の各課から検討メンバーを輩出（計8）

 立入検査、調査など約1,500件（R6年度）について、適切な進捗管理の下、期限内の報告が完了
 出向から戻った職員が出向先で得られた経験を踏まえ業務改善の提案をし、それを幹部が受けとめて改善の検討が始まるなどしている。

取組 ポイント

step1 導入ツールの選定（候補のピックアップ、メリット・デメリッ
トの整理）、導入スケジュールの検討（2年）

従来ツールで有用だった機能の維持、ツール販売元による使い方教示の支援の有無な
ど、新ツール導入で現場に混乱が生じないか、各担当の要望に柔軟に対応できるか、
より作業を効率化できるか、などの観点からツールを選定

step2 ・システムの理解を深めながらアプリを試作（1か月）
・試作アプリを現場に展開、要望を吸い上げて改善（2か月）

・自主的な情報収集や販売元からのアドバイスを受け、試作アプリを作成
・現場のアプリ機能への理解なしには改善要望も出ないため、試作段階から棄損して
も支障のないアプリとして現場に展開し実際の操作を促す

step3
運用開始後、職員が積極的にアプリを活用
現場からのアイディアを基に、アプリ上に検査業務の疑問点を
全国の担当者に質問できる「質問コーナー」を設置、職員の交
流の場として機能

・具体的な操作手順、画面遷移をマニュアルに整理
・業務に活用可能な機能は積極的に提案

 立入検査、調査業務の進捗管理やファイル共有を通じた業務の効率化のためのツールとして、クラウド型業務アプリ開発ツール
（Kintone）を導入（契約額：約80万円/年。担当職員150名程度が当該アプリを活用）

取組・成果、今後の課題

個別の課題の解決に当たって工夫している事例 20



過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例
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（令和7年2月10日 独立行政法人シンポジウム）

09 BPR室を設置し、バックオフィス業務の業務改革を実施した事例
【 医薬品医療機器総合機構（PMDA）】 シンポジウム

再生リスト

過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例

資料＞ ＞
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（令和6年1月29日 独立行政法人シンポジウム）

過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例
10 デジタル人材の確保・育成を行っている事例

【製品評価技術基盤機構（NITE）】 シンポジウム
再生リスト

資料＞ ＞
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27

https://www.youtube.com/playlist?list=PL7PI1l61-EVL8j1X-UHXcLR0qhvNdoJ5c
https://www.youtube.com/playlist?list=PL7PI1l61-EVL8j1X-UHXcLR0qhvNdoJ5c
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/dokuritu/02gyokan01_04000280.html


（令和6年1月29日 独立行政法人シンポジウム）

過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例
10 デジタル人材の確保・育成を行っている事例

【製品評価技術基盤機構（NITE）】 シンポジウム
再生リスト

資料＞ ＞
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https://www.youtube.com/playlist?list=PL7PI1l61-EVL8j1X-UHXcLR0qhvNdoJ5c
https://www.youtube.com/playlist?list=PL7PI1l61-EVL8j1X-UHXcLR0qhvNdoJ5c
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/dokuritu/02gyokan01_04000280.html


取組事例資料

過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例
11 トップマネジメントとボトムアップが相互に作用する組織体制等を整備した事例

【情報通信研究機構（NICT）】（令和５年４月13日 独立行政法人評価制度委員会） ＞

29

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/dokuritu/02gyokan01_04000291.html


過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例
11 トップマネジメントとボトムアップが相互に作用する組織体制等を整備した事例

【情報通信研究機構（NICT）】（令和５年４月13日 独立行政法人評価制度委員会） 取組事例資料＞
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https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/dokuritu/02gyokan01_04000291.html


過去に独立行政法人シンポジウム等で紹介した事例
11 トップマネジメントとボトムアップが相互に作用する組織体制等を整備した事例

【情報通信研究機構（NICT）】（令和５年４月13日 独立行政法人評価制度委員会） 取組事例資料＞
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（参考1）DX推進に関する独立行政法人評価制度委員会の考え方
「独立行政法人の業務管理及び内部管理について」（令和4年4月8日独立行政法人評価制度委員会決定。令和6年11月21日一部改定）（抄）

1. 業務の効率化や新たな価値実現につながるデジタル対応
① 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を含めた様々な環境変化を契機として、法人のサービスの受け手となる国民に新たな
価値をもたらすとともに、法人の役職員が効率的・効果的に働けるようにするため、業務手法等を不断に見直すよう促すこと。

② 見直しに当たっては、デジタル技術の利活用を、それぞれの法人の現状と目指すべき姿を整理したうえで積極的に検討する
よう促すこと。その際、単に業務手法にデジタル技術を導入するだけにとどまることなく、デジタル技術の利活用や、保有す
るデータの連携・活用により、事業の改善や新たな価値実現を果たすデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進する
とともに、デジタル技術を利活用する人間の立場に立ったデジタル化を促すこと。

4. 限られた資源を最大限活用するための資源配分の重点化（メリハリ付け）
① 政策課題等の複雑困難化や人的資源の制約が顕在化する中、法人が、国の政策における重点分野や法人に強みのある分野に
その資源を重点配分するよう、環境変化を踏まえて、法人の業務の重み付けを適切に行うとともに、上述１.のとおりＤＸの
推進等による業務の効率化を促した上で、必要なリソースの確保を通じて、法人が質の高いサービスを継続的に提供できるよ
うにすること。

z

1
旧来の仕事のやり方を単にデジタ
ル化しても生産性向上にはつなが
らず、仕事のプロセス（やり方）
を改革した上で、デジタル化を進
めることが必要

仕事のプロセス（やり方）
をデジタル化し、システム
化を図って業務を効率化

z

2
社会や国民に、例えば手続の革新
的な利便性向上やその中で得られ
たデータを活用したサービスの創
出といった新しい付加価値を提供
することが重要

デジタル技術を活用して、
技術、モノ、サービスを創
造し、これまでになかった
「新しい価値」を見出す

z

3
プラットフォーム化を進め、情報や
成果を社会にオープンにすることで
外部のIoTパートナーやソリューショ
ンパートナーと連携し、エコシステ
ムを構築し、スピード感を持って社
会的課題の解決に努めることが重要

デジタル技術を活用して、
各法人の枠を超えて「新
しい価値」を創造し、社
会的課題の解決を進める

一般に、「デジタル化」と言われる取組は、３つに分かれる。その実をしっかりとあげるため、各法人が個々の取組は３つ
の中の何をしようとしているものであるかを明確に意識した上で対応することが必要

独立行政法人のデジタル化の取組について 令和3年2月18日第29回独立行政法人評価制度委員会 野路委員長提出資料を基に作成
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（参考2）行政運営の変革に関する調査研究事業・ポータルサイトについて 33

公的機関における実際の変革事例の
概要と解決の「How to」を抽出した
ケーススタディと

変革事例に用いられた手法の
「型」と利用方法を説明した
実践ガイドを提供することで、

行政職員自らが
・変革の進め方が分かる
・変革手法の使い方が分かる

⇒変革を自ら実践できる

…

4. 業務改革の価値観・意識を根付かせるためのユーザー目線
のアプローチ
以上のような成果を生み出すために郡山市が重視しているのは、現場の職員視点
に立って業務改革を進めていくことです。具体的には以下の点です。

(1)現場職員の意見を「みんなの声」として取りまとめる
業務標準ガイドラインも、現場職員の実際の業務の方法や問題意識をヒアリング
しながら策定しています。現場の現場には現場の考えがある以上、各部署の課題
と、そこで実行できる改善策を持ち寄ることが重要です。

1. はじめに
郡山市では、東日本大震災以降、業務量が増加傾向にあり、業務の効率化等の見
直しが必要とされていました。また、新公会計制度の導入により、行政サービス
の提供において、業務量とそれに伴う人件費などのコストをこれまで以上に意識
する必要がありました。
このため、職員がどの業務にどれだけの時間を割いているのか、市役所全体とし
て多くの時間を要している業務は何か等を把握することが重要となりました。そ
こで、どこで業務量が多くなっているのかを数値で把握するため、「業務量調
査」を実施しました。

何故その変革を行
うことになったの
かという背景から
掲載

変革を実行してい
くために留意した
点、実践から得ら
れた教訓を掲載

実践ガイド（例）
「業務量調査設計」（抜粋）

総務省は公的機関の業務・サービス変革を推進するため、各機関の取組事例から改革ノウハウを整理する
調査研究を実施しました

変革の実行時にそ
のまま活用できる
ワークシートと利
用時のポイントを
記載（ワークシー
トのファイルもダ
ウンロード可能）

【本調査研究事業の成果物・特徴】

ケーススタディ（例）
「業務量調査」と「業務標準ガイドライン」による業務量の削減（抜粋）

これらの成果物は 総務省ウェブサイト（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/gyokaku_01.html）及び
課題解決ツールボックス－公的機関の課題解決フレームワーク・実践事例集－ （https://www.gov-toolbox.jp/）（※）

                                                 から閲覧・利用が可能
※公開された総務省調査研究成果物を一部活用して運用されている外部サイト（運営：一般社団法人行政情報システム研究所）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/gyokaku_01.html
https://www.gov-toolbox.jp/

